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論壇
１
�
従
来
の
自
社
株
対
策

オ
ー
ナ
ー
所
有
の
自
社
株

は
、
オ
ー
ナ
ー
の
相
続
発
生
時

に
は
当
然
相
続
財
産
に
含
ま
れ

る
。
そ
の
た
め
、
オ
ー
ナ
ー
の

生
前
に
い
か
に
自
社
株
を
後
継

者
等
に
移
転
さ
せ
る
か
、
ま
た

は
別
の
法
人
等
が
管
理
す
る
か

が
自
社
株
対
策
の
最
優
先
検
討

事
項
と
な
る
。

一
般
的
に
用
い
ら
れ
て
い
る

手
法
と
し
て
持
株
会
社
を
設
立

す
る
も
の
が
あ
る
。
こ
れ
の
問

題
点
は
、
持
株
会
社
の
継
続
的

な
モ
ニ
タ
リ
ン
グ
が
必
要
で
あ

る
こ
と
（
将
来
的
に
合
併
も
視

野
に
入
れ
る
必
要
が
あ
る
）
、
後

継
者
が
決
定
し
て
い
な
い
場

合
、
持
株
会
社
の
出
資
者
が
決

定
し
な
い
こ
と
に
な
り
、
事
業

承
継
に
更
な
る
混
乱
を
招
く
と

い
う
事
態
が
想
定
さ
れ
る
こ
と

で
あ
る
。

上
述
と
同
様
に
、
主
流
の
事

業
承
継
と
し
て
、
同
族
関
係
者

以
外
の
者
が
株
主
と
な
る
こ
と

等
、
株
式
の
分
散
も
考
え
ら
れ

て
き
た
。
代
表
的
な
も
の
が
従

業
員
持
株
会
・
役
員
持
株
会

（
以
下
、「
従
業
員
等
持
株
会
」

と
い
う
）
に
事
業
承
継
さ
せ
る

こ
と
で
あ
る
。
オ
ー
ナ
ー
か
ら

従
業
員
等
持
株
会
に
株
式
を
売

却
す
る
場
合
や
、
増
資
に
よ
り

従
業
員
等
持
株
会
に
株
式
を
所

有
さ
せ
る
場
合
等
が
あ
る
。

こ
れ
の
問
題
点
は
、
一
つ
は

従
業
員
等
持
株
会
が
最
後
ま
で

経
営
に
無
関
心
で
あ
る
株
主
で

あ
る
こ
と
が
保
証
さ
れ
て
い
な

い
こ
と
で
あ
る
。
こ
れ
を
勘
案

し
、
配
当
優
先
無
議
決
権
株
式

を
設
定
す
る
こ
と
も
考
え
ら
れ

る
。
し
か
し
、
種
類
株
式
の
設

定
は
実
務
上
、
手
続
き
上
の
煩

雑
さ
が
、
ま
た
評
価
に
つ
い
て

は
情
報
（
平
成
１９
年
３
月
９
日
）

で
し
か
公
表
さ
れ
て
い
な
い
こ

と
か
ら
、
そ
の
導
入
検
討
に
慎

重
に
な
る
必
要
が
あ
る
。

も
う
一
つ
の
深
刻
な
問
題
と

し
て
、
近
年
、
中
小
企
業
の
従

業
員
等
持
株
会
に
お
い
て
は
、

持
株
会
脱
退
者
の
株
式
の
引
き

受
け
手
が
不
在
で
あ
る
こ
と
が

挙
げ
ら
れ
る
。
従
来
型
の
従
業

員
等
持
株
会
に
つ
い
て
は
、「
実

態
の
な
い
持
株
会
」
と
し
て
そ

の
維
持
存
続
自
体
が
困
難
に
な

っ
て
き
て
い
る
の
で
あ
る
。
仮

に
そ
の
引
き
受
け
手
が
オ
ー
ナ

ー
等
の
場
合
、
相
続
税
評
価
額

原
則
評
価
で
買
い
取
る
こ
と
に

な
り
、
そ
の
購
入
資
金
返
済
の

た
め
役
員
報
酬
を
さ
ら
に
高
額

に
し
な
け
れ
ば
な
ら
な
い
場
面

も
出
て
く
る
で
あ
ろ
う
。
ま

た
、
会
社
が
自
己
株
式
を
取
得

す
れ
ば
、
譲
渡
者
側
に
譲
渡
所

得
課
税
と
み
な
し
配
当
課
税
が

生
じ
て
し
ま
う
。

２
�
一
般
社
団
法
人
に
よ
る
自
社
株
対
策

上
述
の
よ
う
な
従
来
型
の
自

社
株
対
策
で
は
限
界
が
顕
在
化

し
て
い
る
。
そ
こ
で
、
そ
の
他

の
一
手
法
と
し
て
、
一
般
社
団

法
人
に
従
業
員
等
持
株
会
の
よ

う
な
機
能
を
持
た
せ
ら
れ
る
か

を
考
察
し
て
い
き
た
い
。

社
団
法
人
は
、
法
制
上
は

「
一
般
法
人
」
と
、
公
益
認
定

を
受
け
る
こ
と
に
よ
る
「
公
益

認
定
法
人
」
の
２
類
型
に
分
類

さ
れ
る
。
し
か
し
課
税
類
型
上

は
下
記
の
３
類
型
に
分
類
さ
れ

る
。
１
階
法
人
が
非
営
利
型
事

業
を
全
く
行
っ
て
い
な
い
法
人

の
場
合
で
あ
り
、
普
通
法
人
と

同
様
、
全
所
得
課
税
に
な
る
。

２
階
法
人
が
「
非
営
利
徹
底

型
」
と
「
共
益
型
」
の
混
合
型

で
あ
る
場
合
で
あ
り
、
３４
業
種

の
収
益
事
業
の
み
に
課
税
さ
れ

る
（
収
益
事
業
課
税
）
。
そ
し
て

３
階
法
人
が
い
わ
ゆ
る
公
益
認

定
法
人
で
あ
り
収
益
事
業
課
税

に
な
る
。

一
般
社
団
法
人
の
機
関
設
計

で
最
も
シ
ン
プ
ル
な
も
の
は
最

高
意
思
決
定
機
関
で
あ
る
社
員

総
会
と
１
人
以
上
の
理
事
を
お

く
も
の
で
あ
る
。
設
立
時
に
は

社
員
が
２
人
以
上
必
要
と
さ
れ

る
が
、
そ
の
う
ち
１
人
が
理
事

に
な
れ
ば
よ
い
の
で
最
低
２
人

で
設
立
可
能
に
な
る
。
た
だ

し
、
機
関
設
計
に
よ
り
課
税
類

型
が
限
定
さ
れ
る
こ
と
に
留
意

が
必
要
で
あ
る
。
上
述
の
最
低

２
人
で
の
設
立
で
は
、
税
制
上

は
全
所
得
課
税
（
１
階
法
人
）

し
か
選
択
で
き
な
い
。
な
お
、

一
般
財
団
法
人
は
、
よ
り
機
関

設
計
が
重
厚
に
な
る
。
老
舗
企

業
な
ど
で
将
来
長
き
に
わ
た
っ

て
、
一
般
財
団
法
人
に
株
式
を

持
た
せ
る
こ
と
を
承
知
し
て
お

り
、
設
立
者
の
当
初
設
立
理
念

（
定
款
の
目
的
）
を
設
立
者
の

死
後
も
存
続
さ
せ
た
い
場
合
に

は
、
導
入
に
つ
い
て
考
慮
の
余

地
は
十
分
に
あ
る
。

一
般
社
団
法
人
に
は
活
動
資

金
が
必
要
に
な
る
。
こ
の
資
金

調
達
方
法
は
種
々
あ
る
が
、
出

資
制
度
な
る
概
念
が
存
在
し
な

い
た
め
、
資
金
拠
出
を
受
け
て

も
、
返
済
の
必
要
な
債
務
と
な

る
か
、
返
済
の
不
要
な
純
資
産

に
な
る
か
と
い
う
相
違
し
か
な

い
。
ま
た
、
一
般
社
団
法
人
に

限
っ
て
言
え
ば
、
他
の
債
務
よ

り
返
済
の
劣
後
す
る
基
金
と
呼

ば
れ
る
、
返
済
期
限
を
特
に
定

め
な
い
債
務
制
度
を
利
用
す
る

こ
と
も
可
能
で
あ
る
。

一
般
社
団
法
人
の
活
用
に
お

け
る
非
常
に
重
要
な
視
点
と
し

て
、
株
式
会
社
と
異
な
り
出
資

持
分
と
い
う
概
念
が
な
い
こ
と

が
挙
げ
ら
れ
る
。
オ
ー
ナ
ー
不

在
の
法
人
で
あ
る
こ
と
か
ら
、

一
般
社
団
法
人
が
所
有
す
る
自

社
株
は
オ
ー
ナ
ー
の
相
続
財
産

に
含
ま
れ
な
い
。

オ
ー
ナ
ー
は
自
社
株
を
一
般

社
団
法
人
に
売
却
す
る
。
一
般

社
団
法
人
は
自
社
株
の
配
当
収

入
等
に
よ
り
株
式
購
入
資
金
を

返
済
す
る
こ
と
に
な
る
。
こ
の

配
当
金
は
一
般
社
団
法
人
の
目

的
事
業
の
た
め
に
使
用
し
、
余

剰
資
金
を
返
済
に
充
て
る
こ
と

に
す
る
。
ま
た
、
税
務
上
の
取

扱
い
に
つ
い
て
は
、
２
階
法
人

に
該
当
す
れ
ば
、
３４
業
種
の
収

益
事
業
に
該
当
し
な
い
の
で
法

人
税
の
申
告
及
び
納
付
は
不
要

で
あ
る
。
し
か
し
源
泉
所
得
税

も
還
付
さ
れ
な
い
。
１
階
法
人

に
該
当
し
た
場
合
、
普
通
法
人

と
同
様
の
取
り
扱
い
に
な
る
た

め
受
取
配
当
等
の
益
金
不
算
入

の
適
用
が
あ
る
。
源
泉
徴
収
所

得
税
に
つ
い
て
も
所
得
税
額
控

除
の
適
用
が
あ
る
。

一
般
社
団
法
人
の
管
理
運
営

上
、
考
慮
す
べ
き
最
も
重
要
な

点
は
「
資
金
調
達
方
法
」
と
「
運

営
方
法
」
で
あ
る
と
考
え
ら
れ

る
。
ま
ず
自
社
株
の
購
入
資
金

及
び
活
動
資
金
の
資
金
調
達
方

法
に
つ
い
て
検
討
し
な
け
れ
ば

な
ら
な
い
。
方
法
と
し
て
次
の

３
つ
が
考
え
ら
れ
る
。
�
出
捐

（
寄
付
）
と
し
て
拠
出
す
る
方

法
。
こ
の
場
合
、
１
階
法
人
を

選
択
し
た
場
合
、
受
贈
益
の
法

人
税
課
税
が
生
じ
る
。
し
た
が

っ
て
、
こ
の
手
法
を
選
択
す
る

場
面
は
２
階
法
人
に
限
定
さ
れ

る
べ
き
で
あ
る
。
�
基
金
と
し

て
拠
出
す
る
方
法
。
こ
の
場

合
、
拠
出
し
た
基
金
は
劣
後
債

務
と
な
る
た
め
、
基
金
拠
出
時

に
は
課
税
関
係
は
生
じ
な
い

が
、
債
権
の
券
面
額
が
将
来
の

相
続
財
産
に
含
ま
れ
る
こ
と
に

な
る
。
金
額
僅
少
で
な
い
限
り

と
る
べ
き
方
法
で
は
な
い
と
考

え
ら
れ
る
。
�
借
入
金
と
し
て

拠
出
す
る
方
法
。
実
務
上
は
、

本
体
会
社
と
金
銭
消
費
貸
借
契

約
を
締
結
し
株
式
購
入
資
金
を

借
入
す
る
こ
と
に
な
る
と
思
わ

れ
る
。
こ
の
場
合
、
借
入
金
利

息
に
つ
い
て
は
平
均
調
達
金
利

な
ど
を
参
考
に
適
正
金
利
を
払

う
、
ま
た
、
元
本
に
つ
い
て

は
、
あ
る
時
払
い
で
は
な
く
通

常
の
金
融
機
関
へ
の
返
済
と
同

様
に
定
期
的
な
返
済
が
必
要
に

な
る
と
思
わ
れ
る
。

一
般
社
団
法
人
の
株
式
購
入

時
の
株
式
評
価
額
は
ど
の
よ
う

に
判
定
す
べ
き
か
。
株
式
評
価

適
用
区
分
は
原
則
と
し
て
財
産

評
価
基
本
通
達
１
８
８
に
従
え

ば
良
い
と
思
わ
れ
る
。
こ
こ
で

の
留
意
点
は
配
当
還
元
方
式
適

用
の
妥
当
性
の
可
否
で
あ
る
。

法
人
税
法
施
行
令
第
４
条
第
６

項
の
み
な
し
規
定
及
び
「
請
求

人
が
相
続
に
よ
り
取
得
し
た
取

引
相
場
の
な
い
株
式
は
、
同
族

株
主
以
外
の
株
主
等
が
取
得
し

た
株
式
に
は
該
当
し
な
い
こ
と

か
ら
、
配
当
還
元
方
式
で
評
価

す
る
こ
と
が
で
き
な
い
と
し
て

事
例
（
法
人
税
法
施
行
令
第
４

条
第
６
項
に
該
当
す
る
と
し
た

事
例
、
平
成
２３
年
９
月
２８
日
裁

決
）
に
留
意
し
な
け
れ
ば
な
ら

な
い
。
ま
た
、
オ
ー
ナ
ー
が
一

般
社
団
法
人
に
自
社
株
を
売
却

す
る
場
合
に
は
、
譲
渡
者
側
の

基
準
に
な
る
た
め
、
所
得
税
基

本
通
達
５９
―
６
に
よ
る
株
式
評

価
額
が
適
用
さ
れ
る
。

次
に
運
営
面
の
検
討
で
あ

る
。
個
別
通
達
「
贈
与
税
の
非

課
税
財
産
（
公
益
を
目
的
と
す

る
事
業
の
用
に
供
す
る
財
産
に

関
す
る
部
分
）
及
び
持
分
の
定

め
の
な
い
法
人
に
対
し
て
財
産

の
贈
与
等
が
あ
っ
た
場
合
の
取

扱
い
に
つ
い
て
」
の
１６
（
特
別

の
利
益
を
与
え
る
こ
と
）
に
列

挙
さ
れ
て
い
る
よ
う
な
事
項
に

該
当
す
る
こ
と
が
な
い
よ
う
運

営
し
て
い
く
こ
と
は
必
須
で
あ

る
と
い
え
よ
う
。
例
え
ば
、
一

般
社
団
法
人
の
代
表
理
事
を
本

体
会
社
側
の
代
表
取
締
役
に
す

る
な
ど
の
行
為
は
極
力
慎
む
べ

き
で
は
な
い
か
と
思
わ
れ
る
。

運
営
面
に
お
い
て
、
更
に
一

般
社
団
法
人
の
確
固
た
る
独
立

性
を
確
保
し
た
い
の
で
あ
れ

ば
、
２
階
法
人
に
す
る
こ
と
も

検
討
す
べ
き
で
あ
る
。
こ
の
場

合
、
財
産
評
価
基
本
通
達
５
項

及
び
６
項
、
更
に
相
続
税
法
施

行
令
第
３３
条
第
３
項
の
基
準
を

ク
リ
ア
す
る
こ
と
が
必
要
に
な

る
。
し
か
し
、
実
務
上
そ
こ
ま

で
運
営
面
に
万
全
を
期
す
こ
と

は
か
な
り
の
煩
雑
さ
が
伴
い
、

実
現
不
可
能
な
側
面
が
出
現
す

る
か
も
し
れ
な
い
。

一
般
社
団
法
人
の
目
的
事
業

に
は
、
従
業
員
の
福
利
厚
生
等

が
考
え
ら
れ
る
。
こ
の
場
合
、

従
業
員
全
員
参
加
は
事
実
上
困

難
で
あ
る
た
め
、
従
業
員
の
一

部
の
み
を
一
般
社
団
法
人
の
社

員
と
す
る
こ
と
が
現
実
的
で
あ

る
。
一
般
社
団
法
人
及
び
一
般

財
団
法
人
に
関
す
る
法
律
に
お

い
て
は
、
１
階
法
人
、
２
階
法

人
で
あ
れ
ば
特
に
こ
れ
に
関
す

る
制
限
が
な
い
た
め
認
め
ら
れ

る
と
解
す
る
。

一
般
社
団
法
人
に
従
業
員
等

持
株
会
と
同
様
の
機
能
を
持
た

せ
る
こ
と
に
つ
い
て
の
裁
決
例

は
今
の
と
こ
ろ
な
い
。
裁
決
例

が
出
て
い
る
の
は
、
従
来
の
従

業
員
等
持
株
会
、
取
引
先
持
株

会
に
株
式
を
売
却
、
増
資
し
た

場
合
に
お
い
て
適
用
す
る
株
式

評
価
の
論
点
で
あ
る
。
ま
た
、

特
定
医
療
法
人
関
係
に
つ
い
て

の
各
種
取
扱
い
も
参
考
に
な
る

と
思
わ
れ
る
。
現
状
に
お
い
て

は
、
こ
れ
ら
の
裁
決
例
や
取
扱

い
を
参
考
に
す
る
ほ
か
な
い
と

思
わ
れ
る
。
当
然
、
従
来
ま
で

の
裁
決
例
と
同
様
、
自
社
株
の

移
転
先
、
つ
ま
り
は
一
般
社
団

法
人
の
独
立
性
を
高
め
て
い
く

こ
と
が
重
要
な
検
討
事
項
と
い

え
る
。

一
般
社
団
法
人
の
活
用
は
こ

れ
ま
で
概
観
し
て
き
た
と
お

り
、
従
来
型
の
自
社
株
対
策
の

デ
メ
リ
ッ
ト
を
大
幅
に
改
善
で

き
る
も
の
で
あ
り
、
今
後
の
自

社
株
対
策
の
主
流
に
な
る
の
で

は
な
い
か
と
考
え
る
。
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